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2019 年 11 月 1 日 

環境社会配慮助言委員会委員長 原嶋 洋平 

担当ワーキンググループ主査 重田 康博 

 

ナイジェリア国送電線網強化事業（協力準備調査（有償）） 

ドラフトファイナルレポートに対する助言 

 

 

助言案検討の経緯 

ワーキンググループ会合 

・日時：2019 年 10 月 21 日（金）14:00～16:42 

・場所：JICA 本部 （1 階 111 会議室） 

・ワーキンググループ委員：織田委員、重田委員、寺原委員、原嶋委員 

・議題： ナイジェリア国送電線網強化事業（協力準備調査（有償））に係るドラフトファ

イナルレポートついての助言案作成 

・配付資料： 

1) ナイジェリア国送電線網強化事業 DFR 

2) 【助言対応表】ナイジェリア国送電線網強化事業（協力準備調査（有償）） 

3) LOT1 EIA Report 

4) LOT1 RAP Report 

5) LOT2 ESIA Report 

6) LOT2 RAP Report 

7) LOT3 ESIA Report 

8) LOT3 RAP Report 

9) 【SC 時回答表】ナイジェリア国送電線網強化事業（協力準備調査（有償））DFR 

10) 回答表及び別添資料 

・適用ガイドライン：国際協力機構環境社会配慮ガイドライン（2010 年 4 月） 

 

全体会合（第 107 回委員会） 

・日時：2019 年 11 月 1 日（金）14:00～17:01 

・場所：JICA 本部（1 階 113 会議室） 

 

上記の会合にて助言を確定した。 
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助言 

全体事項 

1. Right Of Way（以下、「ROW」）内の土地の適切な管理の実施について実施機関と協議

し明確にすること。特に、ROW 内の土地を取得することによる地域の分断が起こらな

いよう協議すること。 

 

社会配慮 

2. 補償に関する世帯内の女性の同意を取り付けるなどの配慮が適切に行われるように実

施機関に提案することとし、Final Report に反映すること。 

 

3. 住民移転の実施段階において、女性・脆弱層の参加者、性別、発言内容がわかるよう

に、できる限り関連データを記録することを実施機関に申し入れること。 

 

4. 住民移転プロセスの外部モニタリングを行う NGO の独立性・中立性を考慮した体制が

確保されるよう、実施機関に申し入れること。 

 

 

以上 


